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積水化学グループの価値創造 データ中長期的な成長を支える戦略 戦略の進捗価値創造を支える基盤

代表取締役会長

髙下　貞二

1976. 4  当社入社
2005. 6  当社取締役
  名古屋セキスイハイム株式会社代表取締役社長
2005. 10  当社取締役
  住宅カンパニープレジデント室長
2006. 4  当社取締役
  住宅カンパニー企画管理部長
2007. 4  当社取締役
  住宅カンパニー住宅事業部長兼企画管理部長
2007. 7  当社取締役
  住宅カンパニー営業部担当、住宅事業部長
2008. 2  当社取締役
  住宅カンパニープレジデント､
  営業部担当､住宅事業部長
2008. 4  当社取締役 常務執行役員
  住宅カンパニープレジデント
2009. 4  当社取締役 専務執行役員
  住宅カンパニープレジデント
2014. 3  当社取締役 専務執行役員
  CSR部長兼コーポレートコミュニケーション部長
2015. 3  当社代表取締役 社長執行役員
2020． 3 当社代表取締役会長（現任）

選任理由

2015年に代表取締役社長に就任以来、当社グループの経営理
念を起点として、「100年経っても存在感のある企業グループ」
を目指し、強いリーダーシップを発揮してESG経営と業容倍増
を目指した新長期ビジョンを示しグループを牽引してきました。
さらに、2018年6月から取締役会議長を務め、社外取締役の充
実と関与を強めて経営戦略に関する建設的な議論を促すととも
にガバナンス改革を遂行し、取締役会の実効性確保に努めてい
ます。2020年3月に代表取締役会長に就任し、当社の業務執行
を兼任しない社内取締役として適切に経営を監督しています。
これらのことから、当社取締役会における経営の基本方針の策
定および経営に対する適切な監督への貢献が期待できるため、
引き続き取締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100%（17/17回）
2020年度指名･報酬等諮問委員会の出席率： 100％（6/6回）

取締役会議長

所有株式数	130,641株 所有株式数	86,993株 所有株式数	44,568株

1980.  4  当社入社
2008.  4  当社執行役員
  高機能プラスチックスカンパニー中間膜事業部長
2011.  7  当社執行役員
  高機能プラスチックスカンパニー新事業推進部長
2013.  3  当社執行役員
  高機能プラスチックスカンパニー
  新事業推進部長兼開発研究所長
2013.  10  当社執行役員
  高機能プラスチックスカンパニー開発研究所長
2014.  3  当社常務執行役員
  高機能プラスチックスカンパニープレジデント
2014.  6  当社取締役 常務執行役員
  高機能プラスチックスカンパニープレジデント
2015.  4  当社取締役 専務執行役員
  高機能プラスチックスカンパニープレジデント
2019.  1 当社代表取締役 専務執行役員 経営戦略部長
2019.  4  当社代表取締役 専務執行役員
  ESG経営推進部担当、経営戦略部長
2019.  7  当社代表取締役 専務執行役員
  ESG経営推進部担当、経営戦略部長兼
  新事業開発部長
2020． 1 当社代表取締役 専務執行役員
  ESG経営担当、経営戦略部長
2020． 3 当社代表取締役社長 社長執行役員（現任）

選任理由

2014年に取締役に就任以来、高機能プラスチックスカンパニー
プレジデントとして強いリーダーシップを発揮し、高い実績を
上げてきました。2019年1月からは経営戦略部長として、当
社グループの経営全般と海外事業の監督管理機能を統括し、グ
ローバルな視点で業務執行を適切に監督してきました。2020
年3月に代表取締役社長に就任し、ESG経営と業容倍増を目指
す長期ビジョンの推進を担うとともに、取締役会における経営
戦略等の立案・審議や監督を行っていることから、引き続き取
締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100%（17/17回）
2020年度指名･報酬等諮問委員会の出席率： 100％（6/6回）

代表取締役社長
社長執行役員

取締役
専務執行役員

加藤　敬太 平居　義幸

1985.  4  当社入社
2014.  4  当社執行役員
  高機能プラスチックスカンパニー
  フォーム事業部長
2015.  4  当社執行役員
  CSR推進部担当、経営戦略部長
2015.  6  当社取締役 執行役員
  CSR推進部担当、経営戦略部長
2017.  4  当社取締役 常務執行役員
  経営管理部担当、経営戦略部長
2018. 4 当社取締役 常務執行役員 経営戦略部長
2019. 1  当社取締役 常務執行役員
  環境・ライフラインカンパニープレジデント
2020． 4 当社取締役 専務執行役員 
  環境・ライフラインカンパニープレジデント（現任）

選任理由

2015年に取締役に就任以来、これまでの豊富な経験を通じて
得た知見を活かし、経営戦略部長としてグローバルな経営体
制の基盤強化や株主との建設的な対話の推進等の実績を上げ、
2019年1月からは環境・ライフラインカンパニープレジデント
として、高い見識をもって職務を遂行しています。当社グルー
プを取り巻くステークホルダーからの期待や課題を熟知してい
るとともに、高いマネジメント能力をもって職務を遂行してい
ることから、当社グループの企業価値向上に寄与することがで
きると判断し、引き続き取締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100%（17/17回）

所有株式数	62,926株

取締役
専務執行役員

神𠮷　利幸

1983.  4  当社入社
2013.  4  当社執行役員
  セキスイハイム東北株式会社代表取締役社長
2014.  1  当社執行役員 住宅カンパニー営業統括部長
2015.  1  当社執行役員
  東京セキスイハイム株式会社代表取締役社長
2018.  1 当社執行役員 住宅カンパニー住宅営業統括部長
  兼リフォーム営業統括部長兼経営管理部長
2018.  3  当社執行役員 住宅カンパニー住宅営業統括部長
2018.  4  当社常務執行役員
  住宅カンパニー住宅営業統括部長
2019.  1  当社常務執行役員 住宅カンパニープレジデント
  兼住宅営業統括部長
  兼まちづくり事業推進部長
2019.  6  当社取締役 常務執行役員 
  住宅カンパニープレジデント兼住宅営業統括部長 
  兼まちづくり事業推進部長
2020． 1 当社取締役 常務執行役員
  住宅カンパニープレジデント
2020． 4 当社取締役 専務執行役員 
  住宅カンパニープレジデント（現任）

選任理由

セキスイハイム東北株式会社代表取締役社長、東京セキスイハ
イム株式会社代表取締役社長、住宅カンパニー住宅営業統括部
長をはじめとして、長年にわたり住宅カンパニーの業務に携わ
るとともに豊富な経営経験を有しています。2019年1月から
は住宅カンパニープレジデントとして、これまで培った幅広い
経験を活かし、高い見識とマネジメント能力をもって職務を遂
行しています。2019年に取締役に就任以来、これらの経験を
活かし、取締役会における経営戦略の審議と監督に取り組んで
おり、当社グループの企業価値向上に必要な能力を高いレベル
で有していると判断し、引き続き取締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100%（17/17回）

所有株式数	79,916株

取締役
専務執行役員

上脇　太

1983． 4 当社入社
2011． 4 当社執行役員 住宅カンパニー企画管理部長
2012． 10 当社執行役員 住宅カンパニー広報・渉外部担当、
  企画管理部長
2013． 1 当社執行役員 住宅カンパニー住宅商品開発部長
2014． 1 当社執行役員 住宅カンパニー商品開発部長
2017． 4 当社常務執行役員 住宅カンパニー商品開発部長
2018． 3 当社常務執行役員 住宅カンパニー
  リフォーム営業統括部長兼経営管理部長
2019． 3 当社常務執行役員 住宅カンパニー経営管理部長
2020． 1 当社常務執行役員 新事業開発部長
2020． 3 当社常務執行役員 ESG経営推進部および
  新事業開発部担当、経営戦略部長
2020． 4 当社専務執行役員 ESG経営推進部、
  デジタル変革推進部および新事業開発部担当、
  経営戦略部長
2020． 6 当社取締役 専務執行役員 ESG経営推進部、
  デジタル変革推進部および新事業開発部担当、
  経営戦略部長（現任）

選任理由

住宅カンパニー商品開発部長、リフォーム営業統括部長および
経営管理部長として、製品開発、営業統括および経営管理統括
の業務に携わり、戦略立案とマネジメントに豊富な経験を有し
ています。この経験を活かし、2020年1月よりコーポレート組
織の新事業開発部長、同年3月より経営戦略部長として、高い
見識とマネジメント能力をもって職務を遂行していることに
加え、2020年に取締役に就任以来、特にESG経営の推進と、デ
ジタル変革の観点で当社グループの企業価値向上に寄与する
ことができると判断し、引き続き取締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100%（13/13回）

取締役・監査役 （2021年6月23日現在）
コーポレート・ガバナンス
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積水化学グループの価値創造 データ中長期的な成長を支える戦略 戦略の進捗価値創造を支える基盤

取締役
専務執行役員

取締役
執行役員 社外取締役 社外取締役 社外取締役

清水　郁輔 村上　和也 加瀬　豊 大枝　宏之 石倉　洋子

1987.  4  当社入社
2015.  4 当社執行役員 高機能プラスチックスカンパニー
  フォーム事業部長
2016.  4 当社執行役員 高機能プラスチックスカンパニー
  車輌・輸送分野担当、フォーム事業部長
2018.  4  当社執行役員 高機能プラスチックスカンパニー
  エレクトロニクス分野担当、フォーム事業部長
2019.  1  当社常務執行役員 高機能プラスチックス
  カンパニープレジデント、エレクトロニクス分野担当、
  積水フーラー株式会社取締役（現任）
2019.  4  当社常務執行役員
  高機能プラスチックスカンパニープレジデント
2019.  6 当社取締役 常務執行役員
  高機能プラスチックスカンパニープレジデント
2021. 4 当社取締役専務執行役員 高機能プラスチックス 
  カンパニープレジデント（現任）

選任理由

高機能プラスチックスカンパニーフォーム事業部長、車輌・輸
送分野担当、エレクトロニクス分野担当、さらにSEKISUI TA 
INDUSTRIES,LLC取締役社長等を務め、海外を含めたカンパ
ニーの戦略分野に精通しています。2019年1月からは高機能
プラスチックスカンパニープレジデントとして、これまで培っ
た幅広い経験を活かし、高い見識とマネジメント能力をもって
職務を遂行していることに加え、特にグローバル事業の観点で
当社グループの企業価値向上に寄与することができると判断し、
引き続き取締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100％（17/17回）

1989. 4 当社入社
2014. 3 当社高機能プラスチックスカンパニー
  人材開発部長
2020. 4 当社執行役員 高機能プラスチックスカンパニー
  人材開発部長
2020. 10 当社執行役員 人事部長
2021. 6 当社取締役 執行役員 人事部長（現任）

選任理由

高機能プラスチックスカンパニー人材開発部長など人事部門
を中心に管理部門の業務に携わり、グローバル施策とマネジメ
ントに豊富な経験を有しています。この経験を活かし、2020
年10月より人事部長として人事制度改革とダイバーシティ経
営推進において力強いリーダーシップを発揮するとともに、組
織風土づくりと従業員エンゲージメント向上に取り組んでい
ます。これまで培った経験を活かし、高い見識とマネジメント
能力をもって職務を遂行していることから、当社グループの企
業価値向上に必要な能力を高いレベルで有していると判断し、
取締役に選任しています。

1970. 5 日商岩井株式会社入社
2001. 6 同社執行役員
2003.  4  同社取締役常務執行役員
2004. 4  旧双日株式会社代表取締役専務執行役員
2004.  8  同社代表取締役副社長執行役員
2005.  10  双日株式会社代表取締役副社長執行役員
2007.  4  同社代表取締役社長CEO
2012.  4  同社代表取締役会長
2013.  6  アステラス製薬株式会社社外取締役
  （2017年退任）
2016.  3  株式会社 ジェイ エイ シー リクルートメント
  社外取締役（現任）
2016.  6  当社取締役（現任）
2017.  6  双日株式会社特別顧問
2018.  6  同社顧問（現任）

選任理由

2016年6月の社外取締役就任以来、総合商社の経営者として
培われたグローバルな企業経営や経営戦略に関する豊富な経
験と実績を活かし、取締役会において当社の経営への助言や業
務執行に対する適切な監督を行っていることから、当社グルー
プの企業価値向上に寄与していただけるものと判断し、引き続
き社外取締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100％（17/17回）
2020年度指名･報酬等諮問委員会の出席率： 100％（6/6回）

指名・報酬等諮問委員会委員長

1980.  4 日清製粉株式会社
  （現・株式会社日清製粉グループ本社）入社
2008.  6  株式会社日清製粉グループ本社執行役員
2009.  6  同社取締役
2011. 4  同社取締役社長
2017. 4  同社取締役相談役
2017. 6  同社特別顧問（現任）
  株式会社製粉会館取締役社長（現任）
2018. 3 株式会社荏原製作所社外取締役（現任）
2018. 6 当社取締役（現任）
2019． 6 公益財団法人一橋大学後援会理事長（現任）

選任理由

2018年6月の社外取締役就任以来、国内最大手製粉会社の経
営者として培われたグローバルな企業経営や経営戦略、海外M
＆Aの実施などの幅広い経験と手腕を活かし、取締役会におい
て当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っ
ていることから、引き続き、当社グループの企業価値向上に寄
与していただけるものと判断し、社外取締役に選任しています。

2020年度取締役会の出席率： 100%（17/17回）
2020年度指名･報酬等諮問委員会の出席率： 100％（6/6回）

1985. 7 マッキンゼー・アンド・カンパニー・インク日本支社 
  マネージャー（1992年退職）
1992.  4 青山学院大学国際政治経済学部教授
  （2000年退任）
2000.  4  一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授
  （2011年退任）
2004. 4 日本郵政公社社外理事（非常勤）（2007年退任）
2005. 10 日本学術会議副会長（2006年退任）
2006. 6 株式会社商船三井社外取締役（2010年退任）
2010. 6 日清食品ホールディングス株式会社社外取締役 
  （2019年退任）
  富士通株式会社社外取締役（2013年退任）
2011. 4 慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授 
  （2014年退任）
2012. 4 一橋大学名誉教授（現任）
2012. 6 ライフネット生命保険株式会社社外取締役
  （2016年退任）
2014. 6 双日株式会社社外取締役（2018年退任）
2015. 6 株式会社資生堂社外取締役（現任）
2019. 6 当社取締役（現任）
2020. 5 株式会社TSIホールディングス社外取締役
  （2021年5月退任）

選任理由

2019年6月の社外取締役就任以来、国際政治経済および国際
企業戦略に関する高い学識を有し、複数のグローバル企業にお
ける社外取締役としての経験を通じて企業経営に精通してい
ることに加え、当社グループが取り組むダイバーシティ経営や
女性活躍推進にも積極的に関与されている実績を活かし、取締
役会において当社の経営への助言や業務執行に対する適切な
監督を行っていることから、引き続き、当社グループの企業価
値向上に寄与していただけるものと判断し、社外取締役に選任
しています。

2020年度取締役会の出席率： 100%（17/17回）
2020年度指名･報酬等諮問委員会の出席率： 100％（6/6回）

※独立役員:東京証券取引所の定めに基づく独立役員です。

所有株式数	49,986株 所有株式数	11,405株 所有株式数	0株 所有株式数	7,000株 所有株式数	0株

独立役員 独立役員 独立役員

取締役・監査役	（2021年6月23日現在）

コーポレート・ガバナンス
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積水化学グループの価値創造 データ中長期的な成長を支える戦略 戦略の進捗価値創造を支える基盤

所有株式数	0株 所有株式数	0株 所有株式数	0株

社外監査役 社外監査役 社外監査役

小澤　徹夫 鈴木　和幸 清水　涼子

1973. ４ 弁護士登録、東京富士法律事務所入所
1978. ４ 同事務所パートナー　弁護士
2014.  ６ 当社監査役（現任）
2016. １ 東京富士法律事務所代表パートナー
  弁護士（現任）

2014年6月就任以降の活動状況

弁護士としての法的視点および幅広い見識と企業法務の分野
を中心に法令およびリスク管理などに係る豊富な業務経験を
活かし、特に当社グループのコンプライアンス体制の構築・維
持について有益な意見・提言を適宜行っています。また、指名・
報酬等諮問委員会委員として、同委員会において有益な意見・
提言を適宜行っています。

2020年度活動状況
取締役会出席率： 100%（17/17回）
監査役会出席率： 100%（19/19回）
2020年度指名･報酬等諮問委員会の出席率:  100％（6/6回）

2000.  ４ 電気通信大学大学院情報システム学研究科
  （現・情報理工学研究科）教授（2016年退任）
2009.  10 社団法人（現・一般社団法人）
  日本品質管理学会会長（2011年退任）
2010.  ４ 電気通信大学大学院
  情報理工学研究科教授（2016年退任）
2012.  ６ 日本信頼性学会会長（2014年退任）
2015. ６ 当社監査役（現任）
2016. ４ 電気通信大学名誉教授（現任）
  同大学大学院情報理工学研究科特任教授（現任）
2020. 7 情報・システム研究機構統計数理研究所客員教授 
  （現任）

2015年6月就任以降の活動状況

品質管理並びに信頼性工学に関する高い見識と豊富な経験を
活かし、特に当社グループの安全・品質への取り組みについて
有益な意見・提言を適宜行っています。

2020年度活動状況
取締役会出席率： 100%（17/17回）
監査役会出席率： 100%（19/19回）

1982. 4 シティバンク、エヌ・エイ東京支店入行
  （1985年退職）
1989. 4 中央新光監査法人入所（2007年退所）
1992. 8 公認会計士登録
2004. 1 国際会計士連盟国際公会計基準審議会
  日本代表委員（2005年退任）
2007. 4 関西大学大学院会計研究科専任教授
2019. 6 当社監査役（現任）
2020. 4 関西大学大学院会計研究科・商学部専任教授
  （現任）
2020. 6 住友電設株式会社社外取締役（現任）

2019年6月就任以降の活動状況

公認会計士として主に財務・会計などの専門的見地を活かし、
特に当社グループの財務報告の信頼性向上と内部統制構築・維
持について有益な意見・提言を適宜行っています。

2020年度活動状況
取締役会出席率： 100%（17/17回）
監査役会出席率： 100%（19/19回）

独立役員 独立役員 独立役員

所有株式数	28,986株

常勤監査役

竹友　博幸

1985.  4  当社入社
2015.  4  当社執行役員 人事部長
2016.  4  当社執行役員 法務部担当、人事部長
2016.  6  当社取締役 執行役員
  法務部担当、人事部長
2017.  4  当社取締役 常務執行役員
  法務部担当、人事部長
2020. 10 当社取締役 常務執行役員 法務部長
2021. 4 当社取締役 社長特命事項
2021. 6 当社監査役（現任）

選任理由

2016年に取締役に就任以来、人事部長および法務部長として
コーポレートガバナンスに即した施策の実施等の職務を、高い
見識とマネジメント能力をもって遂行してきました。また、全
社コンプライアンス責任者としてグローバルな視点でコンプラ
イアンス強化等、取締役として業務執行状況の監督に十分な実
績を上げてきました。これらの豊富な経験を活かして監査役会
および取締役会の監督機能向上に貢献することが期待されるた
め、監査役に選任しています。

取締役会出席率： 100%（17/17回）

監査役会議長

所有株式数	80,322 株

常勤監査役

福永　年隆

1979． 4 当社入社
2011． 4 当社執行役員 高機能プラスチックスカンパニー 
  滋賀水口工場長
2014． 3 当社執行役員 高機能プラスチックスカンパニー 
  技術・CS部長
2016． 4 当社執行役員 高機能プラスチックスカンパニー 
  エレクトロニクス分野担当、技術・CS部長
2017． 4 当社常務執行役員 
  高機能プラスチックスカンパニー
  エレクトロニクス分野担当、技術・CS部長
2018． 4 当社常務執行役員 
  高機能プラスチックスカンパニー
  技術・CS部長
2020． 4 当社常勤顧問
2020． 6 当社監査役（現任）

2020年6月就任以降の活動状況

当社における豊富なマネジメント経験と設備投資、生産技術、
デジタル化、品質管理などのものづくり分野に関する知見を活
かし、常勤監査役として日常の監査活動を行うとともに、議案
の審議に有益な意見・提言を適宜行っています。

2020年度活動状況
取締役会出席率： 100%（13/13回）
監査役会出席率： 100%（13/13回）

コーポレート・ガバナンス

取締役・監査役	（2021年6月23日現在）
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社長執行役員
加藤　敬太

専務執行役員
神𠮷　利幸
プレジデント

常務執行役員
八木　健次
セキスイハイム近畿株式会社 代表取締役社長

（兼）セキスイハイム中四国株式会社 代表取締役社長

執行役員
古賀　信一郎
技術・CS統括部長

執行役員
𠮷田　匡秀
住宅事業統括部長

（兼）東京セキスイハイム株式会社 代表取締役社長

執行役員
久宗　弘和
セキスイハイム九州株式会社 代表取締役社長

執行役員
川瀬　昭則
開発統括部長

執行役員
上瀬　真一
生産・資材統括部長

（兼）セキスイハイム工業株式会社 代表取締役社長

執行役員
丸山　聡
セキスイハイム中部株式会社 代表取締役社長

専務執行役員
平居　義幸
プレジデント

執行役員
岸谷　岳夫
シート事業部長

（兼）新規事業推進部長

執行役員
大久保　宏紀
経営企画部長

執行役員
出口　好希
プラントシステム事業部長

執行役員
栗田　亨
技術・CS部長

専務執行役員
清水　郁輔
プレジデント

執行役員
紺野　俊雄
経営企画部長

執行役員
荒尾　隆嗣
積水マテリアルソリューションズ株式会社 
代表取締役社長

執行役員
浅野　陽
SEKISUI AEROSPACE CORPORATION 取締役会長

執行役員
井上　正幸
住インフラ材分野担当、
住インフラ材戦略室長

執行役員
村松　隆
エレクトロニクス分野担当、
エレクトロニクス戦略室長

（兼）新事業推進部長

執行役員
山下　浩之
モビリティ分野担当、
モビリティ戦略室長

専務執行役員
上脇　太
ESG経営推進部、デジタル変革推進部および
新事業開発部担当、経営戦略部長

執行役員
向井　克典
R&Dセンター所長

（兼）R&Dセンター知的財産グループ長

執行役員
小林　仁
生産基盤強化センター所長

執行役員
西田　達矢
経営管理部長

執行役員
古賀　明子
広報部長

執行役員
村上　和也
人事部長

執行役員
福冨　直子
法務部長

住宅カンパニー 環境・ライフラインカンパニー 高機能プラスチックスカンパニー コーポレート

執行役員 （2021年6月23日現在）
コーポレート・ガバナンス



SEKISUI CHEMICAL Integrated Report 2021 29

積水化学グループの価値創造 データ中長期的な成長を支える戦略 戦略の進捗価値創造を支える基盤

コーポレート・ガバナンスの取り組み
基本方針

積水化学グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上

を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本方針としています。

その実現に向け、経営の透明性・公正性を高め、迅速な意思決定を追

求するとともに、社是に掲げる社会的価値の創造を通して、当社グ

ループが重視する「お客様」「株主」「従業員」「取引先」「地域社会・地

球環境」の５つのステークホルダーの期待に応え続けていきます。

コーポレート・ガバナンス体制

取締役会
取締役会は、全社基本方針の決定、高度な経営判断と業務執行

の監督を行う機関と位置付けるとともに、十分な独立性を有する

社外取締役を選任することにより取締役に対する実効性の高い監

督体制を構築し、経営の透明性・公正性を確保しています。

取締役会には、取締役のほかに社外監査役を含む監査役全員が取締役会

に出席することとしており、取締役会議長は非業務執行取締役である代表

機関設計

当社は、会社法上の機関設計として、監査役会設置会社を

選択しています。カンパニー制のもと、各カンパニーの事業

環境変化に迅速に対応するため、監督機能（取締役）と業務執

行機能（執行役員）の分離を行うことを目的とした執行役員

制度を導入しています。

取締役会長が務めています。事業領域・規模に応じた適切な意思決定を行

うために、取締役会メンバーの多様性と適正人数を保つこととしています。

社内取締役には事業のトップであるカンパニープレジデントと

豊富な経験・専門性を有するコーポレートの統括役員を選任し、広

範な知識と経験を有する複数の独立社外取締役、専門性を備えた

監査役を含めて、多様性・規模の適正性・能力のバランスを確保し、

取締役会の役割・責務を実効的に果たしています。

社外取締役
当社とは異なるバックグラウンドにおける豊富な経営経験と専

門的知見から監督および助言をいただき、当社の企業価値向上に

貢献していただくため、独立性の確保された社外取締役を３名選

任しています。特に当社が重点的に取り組みを進めているグロー

バル展開、ビジネスモデル革新、ESG経営の強化などの施策に対

して、多様で客観的な視点から助言を得ています。

独立社外取締役の取締役会に占める比率については、今後の事

業規模や事業分野の広がり、会社を取り巻く環境などを総合的に

勘案し、適宜検討を行います。

機関の設計 監査役設置会社

取締役の合計人数 10名（社内7、社外3）　
うち女性取締役1名

社外（独立）役員比率 30.0％

女性取締役比率 10.0％

取締役の任期 1年

執行役員制度の採用 有

社長の意思決定を補佐する機関 政策会議

取締役会の任意諮問機関 指名・報酬等諮問委員会を設置

2001年 カンパニー制導入

2003年 社外監査役に品質の専門家を選任

2007年 取締役任期を2年から1年に短縮

2007年 社外監査役 法律、会計、品質の専門家体制に

2008年 執行役員制度導入

2008年 独立社外取締役を2名に

2015年 SEKISUIコーポレート・ガバナンス原則制定

2016年 指名・報酬等諮問委員会を設置

2018年 独立社外取締役を3名に

理念体系

1959年 社是3S精神を制定

1999年 企業理念を制定

2009年 グループビジョンを制定

2014年 企業理念を社是・グループビジョンへ統合

コーポレート・ガバナンス強化に向けたこれまでの取り組み

コーポレート・ガバナンス体制図（2021年6月23日時点）

株主総会

選任・解任

選任・解任 選任・解任
取締役会	取締役10名
（うち社外取締役3名）

監査役会
監査役5名

（うち社外監査役3名）

指名・報酬等諮問委員会

環境分科会

事業部門・コーポレート各部

関係会社

サステナビリティ委員会

CS品質分科会

人材分科会

R&D委員会

監査室

政策会議

予算会議

各カンパニー執行役員会

コンプライアンス分科会

安全分科会

サイバーセキュリティ分科会

DX分科会

代表取締役社長

会計監査人

監査

関係会社監査役

連携

連携連携

監査 監査

監査監査

コーポレート・ガバナンス

https://www.sekisui.co.jp/company/message_vision/philosophy/index.html
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コーポレート・ガバナンスの取り組み

取締役会の構成（2021年6月23日時点）

氏名 当社における地位 在任年数 取締役会 監査役会 指名・報酬等
諮問委員会 政策会議

サステナビリ
ティ委員会・
R&D委員会

取締役・監査役が有する知識・経験・能力

企業経営
経営戦略 財務・会計 法務 品質管理 人事・労務

人材開発 国際性 研究開発 DX
（デジタル変革）

髙下　貞二 代表取締役会長 16年 　 ※1 － －

加藤　敬太 代表取締役社長
社長執行役員 7年 － 　 ※1 　 ※1

平居　義幸 取締役
専務執行役員 6年 － －

神𠮷　利幸 取締役
専務執行役員 2年 － －

上脇　　太 取締役
専務執行役員 1年 － －

清水　郁輔 取締役
専務執行役員 2年 － －

村上　和也 取締役
執行役員 － － － －

加瀬　　豊 独立社外取締役 5年 － 　 ※1 － －

大枝　宏之 独立社外取締役 3年 － － －

石倉　洋子 独立社外取締役 2年 － － －

竹友　博幸 常勤監査役 － 　 ※1 － －

福永　年隆 常勤監査役 1年 － －

小澤　徹夫 独立社外監査役 7年 － －

鈴木　和幸 独立社外監査役 6年 － － －

清水　涼子 独立社外監査役 2年 － － －

※1 ●は議長または委員長
※2 上記一覧表は、取締役・監査役の有するすべての知見を表すものではありません

コーポレート・ガバナンス
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コーポレート・ガバナンスの取り組み
コーポレート・ガバナンス

監督 4名

監督と執行 6名

監査 5名

執行 22名

※取締役会には全監査役も出席

経営体制（2021年6月23日現在）

（参考）取締役の年齢構成別人数

その他の主な社内会議および委員会

30歳未満 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上

０人 ０人 ０人 3人 7人

取締役の員数は15名以内とし、優れた人格、見識、高い倫理観を有

し、かつ知識・経験・能力を備えている人材によって構成することと

しています。取締役会の多様性確保については、引き続き検討してい

きます。

取締役会の実効性に関する評価

当社では、毎年、取締役会の実効性を評価しています。取締役会では、適

切な議題設定がなされ、十分な議論時間の確保と社外取締役を含めた取締

役および監査役から活発な意見・提言が行われていることから、当社グルー

プの企業価値向上に寄与し、適切に機能していると判断しています。また指

名・報酬等諮問委員会で取締役会の実効性や改善点を議論するとともに、社

外取締役と当社の経営陣、社外監査役を含む監査役会および会計監査人そ

れぞれとの定期的な意見交換、取締役会の議題設定や各取締役・監査役の発

言状況などの分析により、取締役会の実効性評価と向上を図っています。

2020年度は取締役会を17回開催しました。また、当社の経営方針およ

び経営戦略に関わる重要事項は、当社の社内取締役を構成員とする政策会

議において議論を行い、その審議を経て取締役会において決定しました。

社外役員への支援および連携

社外取締役に対しては、取締役会での審議の充実を図るため、取締

役会資料の事前配布および事務局担当役員による事前説明を行うほ

か、就任時のオリエンテーション、事業所視察など当社グループの幅

広い事業内容について理解を深める機会を継続的に提供しています。

2021年4月に環境・ライフラインカンパニーの滋賀栗東工場・総合研

究所を対象に、オンライン視察を実施しました。

また、社外役員による経営監督の実効性を一層高めるため、委員の

過半数が社外役員である指名・報酬等諮問委員会での審議を充実さ

せるほか、監査役や会計監査人との対話も実施しています。後継者計

画の観点では、四半期決算ごとに行う執行役員連絡会における社外

取締役の講演や、株主総会後の新経営体制発足時に取締役・監査役・

執行役員が一堂に会する機会を設けるなど、現経営陣と次期経営層

候補者との接点も強化しています。

監査体制

監査役には、1名以上に企業財務・会計、また1名以上に法制度に

関する知識と知見を備えた人材を監査役候補者として指名するこ

ととしています。監査役は、取締役会のほか各種重要会議への出席、

グループ会社を含む関係部署の調査や重要案件の決裁書確認など

により、内部統制システムの整備・運用状況の確認を行っています。

2020年度は監査役会を19回開催し、社外監査役を含め、相互

の情報提供や意見交換を十分に行いました。

監査役は定期的に内部監査部門と意見交換会を行い、現状の社

内の問題点を把握し、必要に応じて、自ら各拠点を往査しています。

監査室による内部監査の結果と指摘事項に関する改善状況は、監査

役へ適時報告されています。また、専任の担当者をおき、社内から

の情報の収集や必要なヒアリングの実施などを行っています。

また会計監査人とは監査計画の確認を行うとともに、監査結果の報告

実効性評価アンケートの実施
2020年度に、取締役会の実効性評価のため、取締役・監査役を対象と
したアンケートを実施し、その結果から取締役会で十分な議論時間が
確保されていること、社外取締役を含む取締役や監査役から活発な 
意見・提言が行われていることを確認しました。さらなる実効性向上
を目指して、アンケートで得られた回答を踏まえ、経営上重要な議題
を追加することを予定しています。

取締役会 2020年度の主な議題
長期ビジョン、新中期経営計画、成長戦略（R&D、大型新規事業、設
備投資など）、基盤戦略（サステナビリティ委員会報告、デジタル
変革、安全、CS品質）などを取り上げ、審議

代表取締役
会長

代表取締役
社長

社内監査役2名

各カンパニーおよびコーポレート執行役員

社外監査役3名

法律 品質 会計

社外取締役3名
（うち経営経験者2名）

カンパニープレジデント
取締役3名

コーポレート
取締役2名

名称 概要
政策会議 経営上の重要な政策・戦略事項・取締役会の上程案件の審議を目的に毎月1回開催

執行役員会
各カンパニーまたはコーポレートにおける最高意思決定機関で毎月１回以上開催。
各カンパニーの事業環境変化に迅速に対応するため、取締役会から大幅に権限を委譲している。執行役員の任期は1年とし、取締役会の決議により
選任される。

サステナビリティ委員会 社会および当社グループの持続可能性を高める政策推進のための基本方針や重要事項の審議、活動計画の審議、決定、進捗管理、全社的なリスクの
評価、特定、審議などを行う。年に2回以上開催。

R&D委員会 次世代事業創出に関する全社R&D基本方針、重要事項、テーマおよび実行計画などの審議、決定を目的として年1回以上開催。

▶︎P.57
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を受けるなど、定期的に相互の情報交換・意見交換を行い、連携を密にし

て監査の実効性と効率性の向上を高めています。関係会社監査役とは連

絡会を開催し、監査役の連携強化、監査品質の向上を図っています。

さらに、代表取締役、取締役および執行役員と定期的に会合を

もち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査

上の重要課題などについて意見交換し、併せて必要と判断される

要請を行うことにより相互認識を深めています。

指名・報酬等諮問委員会

取締役会の機能を補完し、より経営の公正性・透明性を高めるため、指

名・報酬等に関する任意の諮問委員会を設置しています。委員会は、過半

数を独立社外役員とする6名の委員で構成し、委員長は独立社外役員より

選出しています。取締役の指名を行うにあたり、指名・報酬等諮問委員会

において審議し、取締役会に意見の答申を行い、取締役会で決定します。

内部統制システム

2006年5月、当社における業務の適正を確保するための内部統制シス

テム構築に関する基本方針を取締役会で決議しました。グループ経営理

念に基づく「企業行動指針」のもと、当社とグループ会社間の指揮・命令、

意思疎通の連携を密にするとともに、当社はグループ会社に対して指導・

助言・評価を行いながら、グループ全体としての業務の適正を図っています。

グループ会社の経営管理については、監査役および監査室等によるモ

ニタリングを行うとともに、「関係会社取扱規則」および「関係会社決裁基

準要項」等によるグループ会社から当社への決裁・報告制度を充実させま

す。加えて、当社およびグループ会社で不祥事が発生した場合には、必ず

管轄カンパニーまたはコーポレートのコンプライアンス推進部会に内容

を報告し、当該推進部会がコンプライアンス分科会事務局に連絡するこ

とにより、情報がコンプライアンス分科会委員長に任命された取締役ま

たは執行役員に集約されるようにし、再発防止を徹底します。

コンプライアンス
社長が委員長を務めるサステナビリティ委員会において、取締役

会の承認を要するコンプライアンスに関する基本方針等の審議を行

うとともに、当社およびグループ会社におけるコンプライアンス体

制の構築および実践を図るために、コンプライアンス分科会を設置

して、コンプライアンスに関する重要事項の企画、検討および決定

を行っています。また、「積水化学グループコンプライアンス・マニュ

アル」を制定し、法令、定款および企業倫理に従って行動するための

指針を提示するとともに各種法令および企業倫理に関する研修を実

施しています。内部通報の体制としては、社内の通報窓口に加え、外

部の弁護士事務所に社内から独立した通報窓口を設け、さらに米国、

中国、ASEAN、欧州および韓国では、海外現地法人の従業員専用の

窓口も設置しています。「社内通報規則」で通報者の保護を規定し、

通報窓口以外には通報者の情報を秘匿するなど通報者が不利益を被

らない体制を整備してます。

社長の後継者の育成とその決定
社長の後継者の承継計画と監督は、経営理念や経営戦略を踏まえて適切

に行われていますが、手続きの客観性・適時性・透明性を高めるために、指名・

報酬等諮問委員会で候補者が社長に相応しい資質を有するか十分な時間を

かけて審議を行い、取締役会に意見の答申を行い、取締役会で決定します。

コーポレート・ガバナンスの取り組み
コーポレート・ガバナンス

指名・報酬等諮問委員会の役割
・ 代表取締役、取締役等経営陣幹部の選解任、監査役候補者の選任、

元代表取締役等の相談役、顧問の選解任
・ 役員報酬制度、報酬水準などを審議
・ 重要な経営上の課題についても必要に応じて審議し、取締役会に 

意見の陳述および助言を行う

2020年度の活動
指名・報酬等諮問委員会は6 回開催し、取締役会の構成および実効
性、ガバナンス強化の取り組み、役員報酬、報酬決定方針等に関す
る審議を行いました。

リスクマネジメント
当社グループでは、リスクの発現を未然に防止する活動（リスク

管理）とリスクが発現した時に対応する活動（危機管理）を一元的に

管理する全社的リスクマネジメントを実施しています。この一元化

により、組織の状況に応じて、常に変化するリスクや危機に適応で

きる体制を構築しています。2020年4月からは経営戦略部長を兼

任するESG経営推進部担当役員を最高責任者とし、ESG経営推進部

リスクマネジメントグループが専任部署として、内部統制システム

の基本方針に基づいて定められた「積水化学グループ リスク管理要

領」を周知徹底するとともに、リスク情報を一元的、網羅的に収集・

評価して重要リスクを特定し、リスクの発生防止に努めています。

このリスク管理活動は2021年度には国内外の関係子会社を含めた

171組織で活動しており、リスク管理の国際標準規格ISO31000に

沿ったPDCAサイクルを回し続けています。各組織から特定され

たリスクを専任部署が適時分類整理し、必要に応じてサステナビリ

ティ委員会の各分科会等に報告し、全社的対応策を審議しています。 

さらに2020年度からの中期計画では、これまでの組織別リスク管理

活動と全社リスク管理活動を融合したERM体制で推進しています。

危機管理体制は、「積水化学グループ危機管理要領」に基づき、重

大なリスクが発生した場合には緊急対策本部を設置し、迅速・適切

に対処する体制を構築しており、また定期的な見直しや訓練を行っ

ており、重大インシデントの発生またはその恐れがある場合には、

取締役会に適時報告する体制を構築しています。2021年度から新

たな全社取り組みとして、すべての組織において「人命保護」を第一

とした初動対応計画（ERP）を整備・見直しを行うとともに、国内外の

多岐にわたる事業の特性に合わせたBCM構築を目指しています。

海外事業は年々拠点が増え重要性が増していることから、主要４

地域に海外統括会社をおき、その責任者を地域長に任命し、海外危

機管理事務局が連携し、海外で発生した危機事象に対する初動対応

を主導しています。

▶︎P.71

▶︎P.68
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コーポレート・ガバナンスの取り組み
コーポレート・ガバナンス

サステナビリティへの取り組み

当社グループは、長期ビジョン「Vision 2030」実現のため、「サ

ステナブルな社会の実現」と「当社グループの持続的な成長」の両

立の実現を目指す「ESG経営」を進めており、その鍵となる下記の

3つのステップでステークホルダーとともに取り組んでいます。

• 環境・CS品質・人材の「３つの際立ち」と「内部統制」の磨き上げ

• 3つのアプローチ（量を増やす・質を高める・持続的に提供する）

で社会課題解決を加速

• 4つの事業領域で「未来につづく安心」という価値の創出・拡大

取り組みにあたっては、社長を委員長、ESG経営推進部担当取

締役を副委員長としたサステナビリティ委員会で、将来当社グルー

プが直面する可能性のあるリスクや機会の抽出、全社方針や戦略

について審議し、決定された主要事項や全社リスクは政策会議や

取締役会で報告・審議され、７つの各分科会を経てグループ全体に

展開し、各組織における実行計画への落とし込みなどを行ってい

ます。

2020年度からの中期経営計画「Drive 2022」では、ESG経営

を実践し、持続的に企業価値を向上していくことのできる企業体

制を構築するために、下記を重要課題とし、具体的な取り組みを

進めています。

重要課題

サステナビリティ貢献製品とプレミアム枠
内部統制

（重大インシデント抑制）
重大インシデント発生による 
企業価値毀損を防ぐ

内部統制
（BCP）

地震・パンデミック等インシデント発生時の 
影響を極小化

DX 業務プロセスやビジネスモデルの 
変革ドライバーとする

環境 気候変動課題に対応する

人材 従業員が挑戦したくなる、
活力あふれるいい会社を目指す

融合 技術、事業機会の社内外融合推進

ダイバーシティの推進について
当社グループは、多様性を性別、年齢、人種等の外見だけでなく、

経歴、価値観、性格等による違いにも着目しています。従業員一人ひ

とりの違いを理解し、認め、強みとしていくという考え方に基づき、

2015年にダイバーシティマネジメント方針を策定しました。女性

活躍推進については2007年から「定着と活躍」「管理職創出」の2つ

の段階に分けて取り組みを進めています。またダイバーシティ経営

を加速するために、2018年に働き方改革、2019年に健康経営の活

動を加え、2020年度からは「活力ある会社」への変革に向けて、多様

な人材の活躍を引き出す挑戦機会の拡大などに取り組んでいます。

TCFDシナリオ分析を活用した気候変動課題への対応
当社グループでは、気候変動など経営上のリスクとなりうる外

部環境課題に関しては、取締役会の監督体制のもと、リスクの大

きさを認識し、適切な対応方針を検討、実行しています。2018年

度に、課題解決やリスクの把握およびリスクへの対処を加速する

ため、2℃シナリオ、4℃シナリオを採用し、その分析に基づいてリ

スク評価を実施し、その後も毎年リスク評価の見直し、再確認を

行っています。またこの結果をもとに、2020年度からはリスクを

機会に転換可能な事業への取り組みを検討し、策定した中期経営

計画や環境中期計画に基づいた進捗管理を進めています。

政策保有株式に関する基本方針および議決権行使基準

政策保有株式に関する基本方針
当社は、重要取引先・パートナーとして、保有先の企業価値向上

と当社の中長期的な企業価値向上の最大化を図る場合において有

益かつ重要と判断する株式を、限定的かつ戦略的に保有します。そ

の戦略上の判断は適宜見直しを行い、意義が不十分、あるいは資本

政策に合致しない保有株式については、随時縮減を進めています。

政策保有株式の保有の要否の検証
当社は、基本方針に基づき、2020年6月10日開催の取締役会に

おいて、政策保有株式（上場会社）の保有による便益やリスクが資

本コストに見合っているかなどの項目について個別具体的に精査、

検証を行いました。なお、上場会社の保有銘柄数は2020年3月末

時点で28銘柄でしたが、2020年度は2銘柄の売却を行い、2021年

3月末現在で26銘柄となりました。

政策保有株式の議決権行使基準
当社は、保有の戦略的位置付けや株式保有先企業との対話など

を踏まえたうえで、当該企業の企業価値向上と当社の中長期的な

企業価値向上とを連動させる観点から、議決権行使の具体的基準

を定め、それに沿って行使することで保有先企業に対する株主と

してのモニタリング機能を果たします。議決権行使については、保

有先企業の議案の重要性（特別決議議案等の有無）、報告年度の決

算内容（自己資本比率、損益状況等）および事業継続性を基に判定

する基準を設けており、当該企業との対話を含め総合的に賛否を

判断しています。

（億円）

FY18末 FY19末 FY20末

銘柄数（上場会社） 銘柄数（非上場会社）
うち上場会社の合計額貸借対照表計上額の合計額

102銘柄 100銘柄

74 72

28 28

98銘柄

72

26

815

973

1,138

839

991

1,158

政策保有株式の銘柄数および貸借対照表計上額の推移

▶︎P.64

▶︎P.60

▶︎P.57
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役員の報酬等

報酬等の決定に関する方針
＜基本方針＞

当社役員の報酬制度は、当社グループ経営理念実現のために、次の方針を定めています。

・ 当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること

・ 当社役員が、株主と利益意識を共有し、株主重視の経営意識を高めるものであること

・ 当社役員にとって、経営計画の達成を動機付ける業績連動性の高い報酬制度であること

・ 当社グループの競争力向上のため、多様で優れた経営人材を獲得し保持できる仕組みおよび水準であること

＜報酬の考え方＞

当社の業務執行取締役の報酬等は、基本報酬、賞与、株式報酬で構成されています。社外取締役およ

び監査役の報酬は、基本報酬のみで構成されています。

＜基本報酬＞

基本報酬は、役員報酬枠の範囲内で、取締役の役割と責任に応じた一定額を支給します。業務執行取

締役には、基本報酬のうち一定額を、役員持株会を通じて当社株式の購入を義務付け、株価を重視した

経営意識を高めています。

<賞与>

賞与は、全社業績、カンパニー業績、ROE（自己資本利益率）および配当政策に連動した支給基準に基

づいて報酬額が決定される業績連動報酬です。

<株式報酬>

株式報酬は、当社グループの中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意欲を一層高めること

を目的として、取締役（社外取締役を除く）の職務別に付与数を定めたインセンティブプランです。取締

役が中長期的な企業価値向上に貢献した成果を、退任時に株式価値に反映された株式で享受する仕組

みにしており、より中長期的な株主価値との連動性が高くなるように設計しています。

コーポレート・ガバナンスの取り組み
コーポレート・ガバナンス

役員報酬の決定プロセス
当社取締役報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の決定にあたり、予め指名・報酬等諮

問委員会にて審議を行い、その結果を取締役会に答申します。取締役会は、同諮問委員会からの答申を

受けて、方針を決定します。なお、指名・報酬等諮問委員会による手続きの概要は次の通りです。

＜指名・報酬等諮問委員会の報酬等の決定方法＞

委員長（社外取締役）が委員会を招集し、議案は各委員より上程され、委員会にて審議を行います。本

委員会の審議結果は、委員長が取締役会に答申します。なお、本委員会の委員は、これらの決定にあたり、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点から行うことを要し、専ら自己または

当社の経営陣を含む第三者の個人的利益を図ることを目的としてはならないこととしております。報

酬額の決定過程においては、指名・報酬等諮問委員会で取締役報酬水準および取締役の個人別評価・報

酬等の内容について審議のうえ、取締役会で決定し、具体的な支給額、支給時期および支給方法等を代

表取締役社長に一任しています。

当社役員の報酬は、役位および職務に応じて決定しています。業績連動報酬の割合は役位が上位であ

るほど比率が高くなるように設定しております。また、職務については、担当するカンパニーの業績が

反映されます。2021年度からは役員賞与は全社業績だけでなく、サステナビリティ貢献製品の売上高

比率などの非財務指標を含めたカンパニー業績、ROE（自己資本当期純利益率）に連動した支給基準に

基づいて報酬額が決定される業績連動報酬となっています。これに加えて中長期的な株主価値との連

動性が高くなるよう設計した株式交付型インセンティブ制度も導入しています。

区分
基本報酬 賞与 株式報酬 計

対象人員 金額 対象人員 金額 対象人員 金額 対象人員 金額
取締役 10名 327 6名 115 7名 74 10名 517
うち社外取締役 3名 43 －名 － －名 － 3名 43
監査役 6名 81 －名 － －名 － 6名 81
うち社外監査役 3名 36 －名 － －名 － 3名 36

（注）上記報酬等の額には、使用人兼務取締役に支給した使用人分給与賞与相当額82百万円を含んでいません。

（金額：百万円）2020年度の役員報酬額

取締役に対する業績連動報酬と固定報酬の割合（2020年度）

業
績
変
動
報
酬
40

％
固定報酬

60％

16％

24％ 60％

中長期インセンティブ
（株式報酬）

短期インセンティブ
（賞与）

基本報酬

※社外取締役、使用人兼務取締役に
支給した使用人分を除く
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個々の技術や事業の強みを
融合し、グループ総合力で、
より大きな価値創出を
期待します

Q 	 2019年6月に社外取締役に就任されました。	
社外取締役としてステークホルダーから期待される役割を	
どのように認識していますか。

社内取締役は、自社の取り組みや個々の事業が属する業界、展開する市場について考え抜いておられ

ます。そのような中で私は、社内の視点だけでは意見や見方が偏りやすい部分を、それぞれの社外取締

役が持つ多様な視点から、会社の戦略や進捗状況を確認することが、経営の透明性・客観性の向上に資

すると認識しています。例えば、コロナ禍というパンデミックに直面し、社内の方々は皆、この危機を

どう乗り越えるかという視点で今も真剣に対処されています。一方で私は、コロナ禍を経た後、世界は

どう変わるのか、当社事業が属するそれぞれの業界にどのような変容が起こり得るのか、世界が今まで

とは全く異なる様相を呈した時に当社としてどう対応していくのか、といった視点で、ヒントになりそ

うな兆しを見つけてはそれを投げかけるよう心がけています。「とんでもないことを言われますね」と

言われたこともありますが、自分自身の役割はまさにそれだと捉えています。

Q 	 取締役会の実効性については、どのように評価していますか。
昨今、取締役会の実効性に対する機関投資家からの関心も高まっており、私もアンケートやインタ

ビューで回答するほか、直接、投資家の方々とお話しする機会もあります。当社の取締役会の実効性は、

かなり満たされていると私は評価しています。コロナ禍では取締役会もオンライン開催となりました

が、オンラインの良さを活用する形で、議長が一人ひとりに発言の機会を与えるなど、適切な運営をさ

れています。例えば一般的に投資案件は、投資前には深く議論するものの、投資実行後のレビューが疎

かになるケースがあると言われていますが、当社においては、投資後の進捗レビューもROI、ROICなど

のKPIをベースにしっかりとフォローしています。案件の内容に限らず、常に活発な議論がなされてお

り、さまざまな疑問を自由に投げかけられる雰囲気もあります。取締役会の前には、それぞれの議題に

関して、事務局よりその背景事情も含めたご説明をいただいており、その時にも質問機会はありますが、

取締役会の場で、対面・オンラインといった開催形態にかかわらず、議論の中で湧いた疑問や意見をしっ

かりと発言する機会があります。取締役会の形骸化が問題となる会社もある中で、当社は、議長である

会長自らが高い意識で取締役会の議論の活性化を促されており、その点も評価しています。

Q 	 当社がさらに事業のグローバル展開を進めていくうえで、	
特にグローバルガバナンスについてはどのように強化すべきでしょうか。

当社は事業も多様で、グローバルでのエリア展開も幅広く、確実にグリップの利いた形でグローバルガ

バナンスを行うことはそもそもとても難しいことです。その中で、現時点では比較的上手くできていると

思います。時折、海外での労災やネガティブ情報が報告されますが、報告として上がってきているという

こと自体が、少しでも見えていることの証です。出てきた課題に正面から向き合い、問題が生じた時には

早期に対応して再発防止につなげていくことが、グローバルガバナンスの強化につながっていくと思います。

Q 	 2020年度に公表した長期ビジョン「Vision	2030」、	
中期経営計画「Drive	2022」についてはどのように評価していますか。

内容自体は、何度も取締役会で議論を重ねたうえで、当社として目指したい方向性を、分かりやす

く言語化し、ビジュアル化できたと思っています。長期ビジョンは重要ですが、将来何が起こるか分 

かりませんから、「Drive 2022」を進めていく中で得た気づきや学びを活かして、適宜、長期ビジョン

を見直すことも必要です。最も重要なのは、長期ビジョンや中期経営計画を、積水化学グループで働く

一人ひとりが自分事として捉えることです。目の前の仕事が、「Drive 2022」のどこにつながり、「Vision 

社外取締役

石倉　洋子
国際政治経済および国際企業戦略に関する高い学識を有し、複数のグローバル企業にて社外取締役を兼務。
2019年より当社社外取締役に就任し、ダイバーシティ経営や女性活躍推進に積極的に関与している。

コーポレート・ガバナンス

社外取締役インタビュー

コーポレート・ガバナンスの取り組み
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2030」にどう寄与するのかを、一人ひとりがしっかりと考え、長期ビジョンや中期経営計画は、自分が

その一部を担っているのだ、という意識が全員に定着する土壌ができると良いと思います。

Q 	 人事施策についてはどのように考えていますか。
実は、人事施策の中でも業績評価に関しては、実績至上主義的な印象が強く、そこに若干違和感があ

ります。実績はもちろん大切ですが、長期視点で見ると、実績として見えにくい部分を支えている人材や、

そうした業務の価値をより認識することが、当社全体の真の力を発揮することにつながると思います。

それぞれの事業部で人材を育成し、その事業でのスペシャリストを多く輩出するだけでなく、当社全体

としての価値や方向性を生み出す力に対しても、人材開発トレーニングプログラムを導入するなどして、

より適正な評価がなされることを期待します。当社の歴史を振り返ると、さまざまな難局に直面しても、

くじけることなく乗り越えて、そして業績を上げてきたことへの誇りも感じます。そのこと自体は非常

に良いことですが、これから入社してくる世代などの若い人材は、「何のためにこの会社で働いている

のか」というパーパスをより重視しています。そこに応えられる人事プログラムや評価項目の追加など

を検討されるとより良くなると思います。

Q 	 DX（デジタル変革）の推進も重要課題の一つです。	
結果を出すための鍵は何だと思いますか。

若い世代の人材にどんどん活躍の場を与えることです。先日、台湾のデジタル担当大臣オードリー・タン

氏と対談する機会がありましたが、タン氏のように若くて有能な人材を、役職者の下でアシスタントとして

働かせるのではなく、その人材自らを担当のトップに据えたことが、本人の可能性をさらに開花させたのだ

と思います。台湾では多くの人からアイデアを募集し、これがダメならあれでやろうと、アイデアを回しな

がら最適解に近づけていくイタレーション（繰り返し）の手法で進め、間違っていたことが分かった時には、「す

ぐに謝ってやり方を変えることが大事」と話されており、大いに共感しました。DXで解決したい世界につ

いては、最初から具体性を追求せず、まずは抽象的なアイデアから、プログラムで解決できることを発想し

ていくことも重要だと聞いています。当社の事業は多岐にわたります。DX推進においても、それぞれの事

業という具体物から全体の統一を目指すのではなく、それより一段上の次元で俯瞰して、抽象概念からデジ

タルで解決できること、人間が介在できないデジタル化を進めることが大事なのではないかと思っています。

Q 	 最後に、当社に期待することや課題と思われていることについて、	
一言お願いします。

当社は、とても堅実に事業や技術を磨き上げ、積み上げてきた会社です。一方で、その堅実さゆえに、

例えば大きな社会貢献ビジョンを掲げて、そこからとんでもないアイデアが生まれて、とんでもない

ものがつくられる、といった感じは伝わってきません。一つひとつの製品や事業には、それぞれにイノベー

ションがあり、社会をより良くし、地球環境にも配慮した素晴らしいものが揃っています。そして個々

のそれらを生み出すに至った高い技術力は、当社の何よりも大きな強みです。しかしそれらを個別に

アピールしても、積水化学グループ全体の力は伝わりません。個々の持つ力を一つに束ね、組み合わせ

ることで、積水化学グループ全体で社会に対してどのような新しい世界を生み出していけるのか。もっと、

大きな社会貢献ビジョンを掲げて、積水化学グループの力を結集することで実現できる「夢」を訴求 

していければ良いのではないでしょうか。

社外取締役インタビュー

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスの取り組み
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研究開発・知的財産
積水化学グループにとって、価値創造の根幹は際立つ技術にあると考えています。中でも、「住・社会のインフラ創造」と「ケミカルソリュー

ション」の領域に強みを持つ技術プラットフォームがその土台となっています。われわれはこの技術的な際立ちをさらに進化させるために、

研究開発および知的財産の分野において人員、組織の両面で継続した強化を進めています。

研究所

住宅技術研究所 開発統括部

知的財産センター総合研究所

知的財産部開発研究所

開発管理部つくば研究所

知的財産グループ先進技術研究所

知的財産

研究開発 28の技術プラットフォーム

2014年より全社の技術開発の基軸として技術プラットフォー

ム（TPF）を策定しコア技術の深度化、TPF融合による新たなイ

ノベーションへの取り組み、技術系人材の育成などを推進して

います。TPFについては、われわれを取り巻く事業環境の変化

の中でサステナブルな成長を目指すべく、中期経営計画策定の

タイミングに合わせて定期的に見直しをしています。

研究開発体制

長期ビジョンではレジデンシャル、アドバンストライフライ

ン、イノベーティブモビリティ、ライフサイエンスの4つのドメ

インと新しい事業ドメイン・ネクストフロンティアを設定して

います。各ドメインにおいてコア技術を活用したイノベーショ

ンに挑戦し、現有事業の拡大と新事業の創出を目指しています。

これを支える研究開発体制としては、住宅カンパニー、環境・

ライフラインカンパニー、高機能プラスチックスカンパニーと

積水メディカル株式会社およびコーポレートにそれぞれ研究所

を中心とした主要研究開発拠点を設けています。

3カンパニーと積水メディカルでは関連する4つのドメイン、コー

ポレートではネクストフロンティアを中心に、オープンイノベー

ションも積極的に活用しながら、精力的に開発を推進しています。

研究開発に関する人事・処遇

当社グループでは、優れた研究者・技術者への評価・処遇の一

環として「技術賞」、「発明大賞」制度を設けています。

また、専門性の高い研究者・技術者を対象に「スペシャリティ

職」制度も設けています。高度な専門性を有する際立つ人材を

スペシャリティ職に任命し、社外においても通用する際立つ技

術者の育成を図っています。2021年7月時点で32名がスペシャ

リティ職に任命され、長期的な視点で技術プラットフォームの

強化活動を推進しています。

研究開発・知的財産推進体制

住宅カンパニー

環境・ライフラインカンパニー

積水メディカル（株）

高機能プラスチックスカンパニー

コーポレート

（含知的財産）

（含知的財産）

▶︎P.38

28の技術プラットフォーム図
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研究開発・知的財産

［参考］28の技術プラットフォーム

カテゴリー 技術プラットフォーム 概要

システム設計

1 インフラ設計 地震に強い長寿命な配管システムなどのインフラをつくります。

2  住宅設計 新築からリフォームまで、災害に強く安心・安全な住まいを提供します。

3  エネルギーデバイス設計 サステナブルな社会の実現へ向け、創エネ・蓄エネシステム開発を行います。

生産・施工・工法

4  住宅生産・施工・工法 ユニット工法をさらに進化させ、高コストパフォーマンスな住宅を提供します。

5  インフラ施工・工法 現場での工期を短縮化する易施工、補修/補強技術を開発します。

6  管路施工・工法 最適な配管システム開発や、老朽化が進んだ下水管を更生する管路更生工法を開発します。

住環境コントロール

7  音・温熱・空気質管理 静寂で快適な住環境を提供します。

8  生活・健康管理 生活者のQOL向上につながる製品・環境の評価、設計を行います。

9  エネルギーマネジメント 太陽光発電や蓄電池を有効利用し環境に貢献するとともに、災害時にもくらしを守ります。

樹脂材料

10  粘接着・接合材料 各種用途に応じて粘着力・接着力・保持力のバランスの良い製品を提供します。

11  導電・絶縁材料 導電性や絶縁性のシート材、接着剤を提供します。

12 PVA・PVB材料 合わせガラス用中間膜などに、遮音や遮熱などの機能性を付与します。

13 塩ビ材料 耐久性、耐衝撃性、耐薬品性など、塩ビ樹脂の性能向上を行います。

14 エネルギーデバイス材料 高性能な蓄電池材料、太陽電池材料の開発を行います。

15 インフラ・機能材料 暮らしと社会を支えるインフラ向け製品のさらなる機能性向上を行います。

16 微粒子 粒径制御や機能化により、特長ある微粒子を提供します。

加工

17 精密成形 押出、発泡、延伸などの精密な樹脂加工を行います。

18 フィラー複合化 樹脂と各種サイズのフィラーを最適に混合して、新たな機能を発現します。

19 ケミカルプラント設計 化学製品を安全・安定に生産する攪拌、分離、乾燥などのプロセス技術を開発します。

20 プラスチック成形 樹脂製品を高効率、低コストで生産する押出・射出・塗工技術を開発します。

21 表面処理・多層化 表面の改質・機能性付与などの最適な表面処理や多層化などの生産方法を提供します。

22 複合成形 材料を複合化することで、新たな機能性を付与した製品を開発します。

自然・生命

23 グリーンケミストリー サステナブルな社会に向け、樹脂原料の石油依存からの脱却を目指します。

24 臨床検査 生活習慣病と感染症を重点疾患領域とした医療用検査試薬を提供します。

25 創薬支援 スクリーン試験から遺伝子関連試験まで高度な技術力で、医薬品開発を支援します。

26 医療材料 医薬品の活性成分である医薬原体、医薬用アミノ酸などを提供します。

共通基盤
27 評価分析・品質保証 高機能材料や安心・安全な製品開発へ向け、最先端の評価分析で品質を確保します。

28 デジタル解析 マテリアルズ・インフォマティクスなどを活用し、革新的な材料開発に取り組んでいます。

住・社
会
の
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研究開発・知的財産

順位 企業名 特許資産規模（pt） 特許件数
1 富士フイルム 60,665.0 1,188
2 LG CHEM 25,886.0 658
3 住友化学 25,202.7 464
4 積水化学工業 19,694.4 508
5 花王 18,503.7 588
6 DIC 17854.4 325
7 三菱ケミカル 14,404.1 490
8 日東電工 13,332.0 359
9 旭化成 13,129.0 315
10 日立化成※ 12,612.4 353

出典： 株式会社パテント・リザルト　「化学業界　特許資産規模ランキング2020」
※ 現 昭和電工マテリアルズ

順位 企業名 特許件数
1 富士フイルム 4,287
2 三菱ケミカル 2,014
3 花王 1,556
4 積水化学工業 1,297
5 日東電工 1,148
6 旭化成 1,027
7 住友化学 1,013
8 昭和電工マテリアルズ 940
9 DIC 755
10 信越化学工業 708

出典： 株式会社パテント・リザルト　「化学業界　他社牽制力ランキング2020」

特許資産規模ランキング2020

特許出願件数（国内）

特許保有件数（国内外）

他社牽制力ランキング2020

1,139 1,262
1,017

1,2771,380

FY17FY16 FY18 FY20FY19

（件数）

4,775 5,078 5,573 5,6515,356

2,374 2,818
3,9213,326 3,647

FY17FY16 FY18 FY19 FY20

（件数）

海外
国内

知的財産

基本方針

知的財産は、企業の競争力の源泉であり、企業価値の最大化に

向けた成長・収益を支える重要な経営資源です。当社グループでは、

技術の「際立ち」を最大限に活かし事業へ貢献させるべく、知的財

産情報や市場・競合情報等による競争環境分析を起点とした戦略

構築や知的財産のポートフォリオマネジメントなど戦略的な知的

財産活動を推進しています。

加えて、DXの活用はもとより、マテリアルズ・インフォマティ

クスやAIといった新潮流への知的財産としての対応にも積極的

に取り組んでいます。

上記を通して、中期経営計画「Drive2022」に対して知的財産面

から事業の成長と創造に貢献していきます。

知的財産文化の盛り上げ

従業員の知的財産マインド向上を目的として、一定数以上の出

願を行った者に対して「Pバッジ」を付与する制度を2010年度か

ら開始しています。現在では、技術者であればPバッジを持って

いることが当たり前の文化とまでなっています。

知的財産活動の成果に対してはさまざまな表彰制度を設けてお

り、利益貢献した発明に対する表彰のほか、出願に関しては年間出

願件数や発明の独創性、出願網の強さなどを基準に、またライセン

ス収入や他社の参入阻止などの権利活用に関しても表彰するなど、

従業員の知的財産に対するモチベーションの向上を図っています。

中でも、当社グループに特に大きく利益貢献した発明に対しては、

その発明者の功績を称えるべく社長表彰としての発明大賞制度を設

けています。発明大賞制度は、利益貢献額により特級から3級の4つの

グレードに分かれており、それぞれ等級に応じた報奨金を支給してお

り、特に特級の報奨金は利益貢献額に比例して上限のない制度になっ

ています。本制度は1999年度から21年目となり、2020年度は、血液

中のHbA1cを測定する体外診断用医薬品に関する特許で1級および

液晶表示素子用シール剤に関する特許で2 級の認定がなされました。

従業員への知的財産教育

入社3年目までの技術者を対象に、習得すべき知的財産の基礎

知識から戦略構築までを必修科目として設定し、全社共通の教育

を実施しています。2020年度は、20回の講習会を実施し、対象者

ほぼ全員にあたる約550名の技術者が参加しました。

さらに、上記に合わせて、事業に即した実践力を養うために 

カンパニーごとに個別の専門教育を行っています。また、商標・ 

ブランディングについては、マーケティング・営業担当者に対して

も教育対象を広げています。

知財情報の全社活用（IPランドスケープ）

当社グループでは、知財情報を中心に、市場・技術情報を組み合

わせた分析（IPランドスケープ）活動に取り組んでいます。既存製

品の事業競争力の強化や新製品・新事業の創出の場では、戦略立

案、知的財産のポートフォリオの強化に役立てています。一方で、

M&Aなどの高度な経営・事業判断する際の意思決定にも役立てて

おり、全社的な活用促進を図っています。

パフォーマンスデータ

当社は、株式会社パテント・リザルトが公表した「特許資産規模ランキ

ング」および「他社牽制力ランキング」において、2020年は化学業界で

それぞれ4位となり、直近5年でトップ10を維持しています。
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人権尊重の取り組み
積水化学グループは自らの事業活動において影響を受けるすべ

てのひとびとの人権を擁護することを責務と認識しており、グロー

バル規模で、事業活動によって影響を受けるあらゆるステークホ

ルダーの人権尊重を目指し、取り組みを促進しています。

▶︎積水化学グループ「人権方針」
https://www.sekisui.co.jp/csr/csr_manage/humanrights/index.html

英国現代奴隷法への対応

グループ全体で人権課題へ取り組むことの必要性を踏まえて、

2019年9月に「積水化学グループ　英国現代奴隷法に関する声明」

を開示しています。この声明は、英国で施行された2015年英国現

代奴隷法第54条第1項に基づき、当社グループが自らおよびその

サプライチェーンにおいて奴隷労働その他の隷属状態のもとでの

労働並びに人身取引が発生しないことを確保するために実施して

いる取り組みを開示するものです。今後は、英国以外の国・地域の

人権に関する法規制についても、適宜対応を行っていきます。

▶︎英国現代奴隷法に関する声明（PDF	ダウンロード）
https://www.sekisui.co.jp/csr/pdf/Modern_Slavery_Statement_for_FY2019.pdf

人権デューデリジェンス※の仕組み構築に向けた取り組み

人権デューデリジェンスの仕組み構築に向けて、2018年11月

に外部専門機関に依頼し、人権リスクアセスメントを実施しました。

その結果、主に海外（中国・インド・タイ・ブラジル）において労働安

全衛生等の人権リスクが潜在的に高いことが確認され、2019年2

月からタイ・中国・インドのグループ会社駐在経験者および関連部

署の社内関係者に第三者機関によるヒアリングを実施し、アセス

メント結果との間にギャップが生じていないかを確認しました。

※人権デューデリジェンス：自社の事業活動において、人権に負の影響を与える可能性（人
権リスク）がないかを分析・評価して特定し、もし可能性があれば、その影響を防止ま
たは軽減するための仕組みをつくり、対処する継続的なプロセス。

ヒアリングの結果、「海外生産会社においては安全への意識が高

く、安全活動が定着している」「ヒアリング対象のグループ会社に

おいては移住労働者の使用、外国人、女性への差別は見られない」

などポジティブな状況が確認できた一方、「CSR調達アンケートの

実施が見られるものの、現場レベルで人権の観点からのサプライ

ヤーチェックは行われていない」「海外生産会社の中には派遣労働

者（期間工）を多数使用する工場がある」などさらなる現場状況の

確認が必要とされる事案も浮かび上がりました。これを受けて、

人権に関する負の影響の有無確認と、影響度の深刻さを把握する

ことを目的に、2020年度は下記の国内事業場にて、第三者機関に

よる従業員インタビューを行いました。

今後は、課題の対処に関する追跡評価などを行うとともに、海

外においても同様の人権インタビューを実施することで、人権

デューデリジェンスの仕組みを構築していきます。

産業 優先国 （潜在的な）優先課題

住宅 タイ
・ 現代奴隷
・ 労働安全衛生
・ 適正賃金

自動車部品
中国
インド
ブラジル
タイ

・ 適正賃金
・ 現代奴隷
・ 労働安全衛生

産業別機械および製品 中国
タイ ・ 労働安全衛生

製薬 中国 ・ 労働安全衛生
・ プライバシーの権利

※10の人権課題：（１）児童労働（２）適正賃金（３）適正な労働時間（４）職場における差
別（５）現代奴隷（６）結社の自由と団体交渉権（７）先住民族の権利（８）土地、財産お
よび住宅に関する権利（９）労働安全衛生（10）プライバシーの権利

サプライチェーン全体で人権問題に配慮

取引先に対しては、CSR調達を通じて人権への配慮状況を確認

しています。調達基準に満たない取引先に対しては、改善の申し

入れを行うとともに、その実施を取引先と協働で進めています。

特に海外の取引先には、現地統括会社を通じて改善を働きかける

仕組みの構築を進めています。2021年度からは、現状の直接の取

引先への調達方針の確認だけでなく、2次、3次以降のサプライヤー

を含むサプライチェーン全体に当社グループの方針が行きわたる

ような詳細な内容を落とし込んだ調達ガイドラインを作成し、そ

れに沿って取引先への確認を行っていく予定です。さらに、人権

デューデリジェンスの質の向上のために、認定されたサプライチェー

ン関連のイニシアチブへの署名、参加を検討していきます。

　また、コンゴ民主共和国および周辺諸国で人権侵害や環境破壊

などに関わる武装勢力の資金源となっている紛争鉱物問題につい

て懸念し、CSRの観点からサプライチェーン全体にわたって紛争

鉱物使用の調査を実施しています。

▶︎資材調達	
https://www.sekisui.co.jp/company/trust/suggestion/index.html

ハラスメントの防止を含む人権に関する研修・教育

人権に配慮した経営を行うため、従業員に対して人権をテーマ

とした研修や教育を行っています。特に入社や昇進などの節目

に実施される研修に、強制労働、児童労働、ハラスメントなど人

権に関わる問題について意識を高める内容を取り入れています。

2020年度から社内イントラネットを活用した「ビジネスと人権

E-Learning」を開始し、事業活動によって影響を受けるすべての

ひとびとの人権尊重を目指す姿勢の周知を進めています。また、

ハラスメントの防止を目的としたハラスメント研修を毎年実施し

ており、2020年度は367名が受講しました。

主要事業における10の人権課題※のアセスメント結果（2018年）

対象： 環境・ライフラインカンパニー東日本積水工業に勤務する外国籍従
業員（契約社員なども含む）およびその人事労務管理担当者

結果： 大きな人権リスクは見受けられなかったものの、工場内での案内、
告知文の多言語化の必要性など、改善すべき課題が抽出されたた
め、フィードバック報告会を実施

https://www.sekisui.co.jp/csr/csr_manage/humanrights/index.html
https://www.sekisui.co.jp/csr/pdf/Modern_Slavery_Statement_for_FY2019.pdf
https://www.sekisui.co.jp/company/trust/suggestion/index.html
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積水化学グループは、「お客様」「株主」「従業員」「取引先」「地域社会・

地球環境」の５つのステークホルダーとの信頼関係を構築するためには、

企業価値向上に向けた建設的な対話が重要だと考えています。ステー

クホルダーを企業価値向上に向けたパートナーと位置付け、建設的な

対話を通じて、その期待や要請を把握し、社会全体の課題をともに解

決していくことが、大きな事業機会につながります。ステークホルダー

と共存共栄の関係をつくり、持続的な成長をさらに進めていきます。

ステークホルダーとの建設的な対話の促進

お客様との対話
「モノづくりのはじまりはお客様の声から」のキャッチフレーズの

もと「指名され続ける品質」の実現を目指し、2020年度も住宅販売会

社の経営幹部層がお客様のご意見を直接お伺いする「CAT（Customer 

And Top）ミーティング」（2020年度は約50邸を対象）を実施しました。

従業員との対話
会社を取り巻く問題点や仕事上の課題を解決していくためにも、

経営層と従業員の対話が不可欠だと考え、2002年度より、従業員

が経営層と直接対話をする機会を設けています。

2020年度は、新たに策定した長期ビジョン「Vision 2030」やそ

れを実現するための鍵となるESG経営について浸透を図るため、全

グループ従業員を対象に国内8回、海外（東アジア、ASEAN、インド、

オンラインで開催されたビジョンキャラバン2020

ステークホルダーエンゲージメント
豪州、北米、欧州）5回の「ビジョンキャラバン2020」をオンラインで

開催しました。社長と取締役が「Vision 2030」の実現に向けた自身

の想いや、当社グループのESG経営について説明をし、それを受け

て従業員は、「Vision 2030」の実現のために各々の業務をどのよう

に意識して進めたら良いか、自分の業務と当社グループのESG経営

のつながりなど、従業員同士で議論し、理解を深めます。従業員から

の質問や、従業員同士で議論した内容の発表に対して、社長や取締役

がコメント、フィードバックをし、双方向での活発な対話を進めました。

株主・投資家の皆様との対話
当社グループでは、適時、適切かつ積極的な情報開示が重要で

あると考えており、積水化学のWebサイトでは、「企業情報開示

理念」のもと、具体的な開示内容や開示体制などに関して「企業情

報開示規則」を策定し、社内の情報開示体制を強化しています。ま

たフェアディスクロージャーに十分配慮し、決算情報・説明会資

料については、Webサイト上に和英同時公開を行うほか、その

説明会の模様についての配信や質疑応答の掲載を行っています。

2020年度は経営陣による長期ビジョンおよび中期経営計画説明

会および四半期ごとの決算説明会をオンラインで開催しました。

当社グループの事業領域が多岐にわたることからグループ全体

の事業内容やESG経営の取り組みについて、理解を深めてもらうた

めには、個別に丁寧な説明をすることが重要だと考え、機関投資家・

セルサイドアナリストの方々との面談などを積極的に行っています。

2020年度は、当社の高機能プラスチックスカンパニーの成長戦略、

各事業戦略について、セルサイドアナリスト向け「高機能プラスチッ

クスカンパニー スモールミーティング」を開催しました。

そして、「投資家と経営層の積極的なエンゲージメント」を重要

課題の一つとして掲げ、株主・投資家の皆様と建設的な対話を行い、

そのフィードバックを経営に活かしています。また、いただいた

ご意見やご質問を基に統合報告書をはじめとする各種IR資料の改

善に努めています。2020年度、日本証券アナリスト協会ディスク

ロージャー研究会が毎年実施している「証券アナリストによるディ

スクロージャー優良企業選定」において、化学・繊維の業種で2位

の評価をいただきました。これは非財務情報（ESG情報等）の開示

に積極的に取り組んでいることなどを評価いただいたものです。

これからも、分かりやすく丁寧な説明を心がけるとともに、資本

市場の声に耳を傾け、企業価値向上や持続的成長のための取り組

みを推進していきます。

地域社会・地球環境
事業を通じた地域発展への貢献、地域との共生、環境保全という

視点を重視しています。地域社会と連携して、次世代の子どもたち

に自然環境の大切さを伝える取り組みや事業特性を活かした小中高

生向けのキャリア教育の実施、自

然環境保全のためのグループ事業

所におけるさまざまな環境保全活

動の実施、自然に学ぶ研究活動へ

の支援・助成などさまざまな活動

を進めています。

ステークホルダーへの価値配分（2020年度）
積水化学グループでは、GRIスタンダードなどを参考にして、財務

諸表に基づきステークホルダー別に、その配分状況を算出しています。

九州積水こども自然塾

ステークホルダー 金額の算出方法

株主 配当金 22,193

取引先 売上原価、販売費・一般管理費 
（人件費除く） 778,554

従業員 労務費、販売費・一般管理費のうちの給料および 
手当、賞与引当金、退職給付引当金 210,705

地域社会 寄付 218

地球環境 環境保全コスト 16,207

政府・行政 法人税、住民税、事業税 19,902

債権者 営業外費用のうちの支払利息 861

（百万円）




